
 

 
  

 
 

 
 
 
 

  小規模宅地の特例 

Ｑ：小規模宅地の特例が１ヶ所の土地だけ

に適用されるのかどうかで争われた裁決があ

ったそうですが、どのような判断が下された

のですか？  

 

Ａ：１ヶ所だけが適用対象になるとの判断

がなされています。 

【解説】 

この裁決は、小規模宅地の特例が２つ以上の

土地に適用されるかどうかで争われたもので、

原告は、被相続人の居住の用に供していた戸建

住宅とマンションの双方に小規模宅地の特例

を適用して相続税の申告をしましたが、課税庁

は生活の拠点は戸建住宅のみであるとしてマ

ンション敷地への適用を否認したという事案

です。 

原告は、戸建住宅とマンションの敷地面積を

合計しても面積要件は満たしていること、法律

に１ヶ所でなければならないとの文言がない

ことから、双方の土地に特例が適用できる旨を

主張しましたが、審判所では、まず原告の申述

から被相続人がマンションと戸建住宅と半分

ずつ過ごす意向があったことを認めながらも、

最晩年には戸建住宅に居住していたことを指

摘して、生活の拠点は戸建住宅にあり、マンシ

ョン敷地については特例が適用できないとし

ました。 

そして、複数の土地に小規模宅地の特例を適

用することについては、特例が予定する居住用

宅地とは、相続人等の生活基盤の維持に欠くこ

とのできないものに限定すべきであるとして

納税者の主張を棄却しました。 
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